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森林整備保全事業計画（案） 

 

令和６年〇月〇 日 

閣 議 決 定  

 

森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第４条第５項の規定により、令和６年

度から令和 10 年度までの森林整備保全事業計画を次のとおり定める。 

 

第１ 森林整備保全事業についての基本的な方針 

１ 森林の果たしている役割 

国土の３分の２を占める森林は、水源 涵
か ん

養、山地災害防止／土壌保全、

快適環境形成、保健・レクリエーション、文化、生物多様性保全及び木材

等生産の各機能を有している。 

また、森林は、パリ協定下における温室効果ガス排出削減目標の達成、

2050 年カーボンニュートラルの実現への貢献も求められており、これら森

林の有する多面的機能（注１）に対する国民の期待が高まっている。 

森林は、その有する多面的機能の発揮を通じて、国民が安全で安心して

暮らせる社会を支えるとともに、地域の経済活動とも深く結びつく、国民

生活及び国民経済の安定に欠くことのできない「緑の社会資本」である。 

（注１：森林整備保全事業計画においては、森林の有する国土の保全、水

源の 涵
か ん

養、自然環境の保全、公衆の保健、地球温暖化の防止、

林産物の供給等の多面にわたる機能のことを「森林の有する多面

的機能」と表現し、このうち、林産物の供給に関する機能以外の

機能を「森林の有する公益的機能」と表現する。） 

 

２ 森林の整備及び保全の課題 

生物多様性の保全や地球温暖化の防止など森林の有する多面的機能は、

林木、下層植生、土壌、多種多様な生物などの森林の構成要素が良好な状

態に保持され、生態系として健全に維持されることにより発揮されるもの

である。 

このため、森林の整備及び保全を適切に実施することにより、森林の有

する多面的機能を高度に発揮させ、森林を将来の世代に健全な形で引き継

ぎ、国民生活の安定・向上と国民経済の健全な発展を図る必要がある。 

この際、気候変動に伴う豪雨の増加等の自然環境の変化や、急速な少子
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高齢化と人口減少等の社会的情勢の変化に加え、東京電力福島第一原子力

発電所の事故に起因する放射性物質の影響等にも配慮しつつ、特に次に掲

げる事項について対応していくことが重要である。 

 

（国土強 靱
じ ん

化への対応） 

我が国の森林の多くは、急峻な地形やぜい弱な地質の上に存立している

ことに加え、梅雨期、台風期における集中豪雨に見舞われやすい気象であ

るほか、地震活動が活発な条件下にあり、南海トラフ地震等による大規模

災害の発生も懸念される状況となっている。 

さらには、気候変動に伴う大雨の激化・頻発化により１箇所当たりの被

害規模が増大傾向にあるなど、山地災害が激甚化しているほか、流木や風

倒木等による建物、道路、鉄道、電線等への二次的被害により、通行止め

や停電が長期かつ広域にわたり発生するなど、地域住民への深刻な影響も

顕在化してきている。 

このような中、令和６年１月１日に発生した能登半島地震をはじめ、東

日本大震災や熊本地震、北海道胆振東部地震といった地震災害や、山地災

害の発生に加え、広い範囲で河川の氾濫が発生した令和元年東日本台風や

令和２年７月豪雨などの近年各地で発生する風水害から得られた経験を最

大限活用しつつ、人命の保護や、国民の財産及び公共施設に係る被害の最

小化、迅速な復旧復興等が図られるよう、「国土強靱化基本計画」（令和

５年７月 28 日閣議決定）、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速

化対策」（令和２年 12 月 11 日閣議決定）等に基づき、「強さ」と「しな

やかさ」を持った、安全・安心な国土・地域・経済社会の構築に向けた

「国土の強 靱
じ ん

化」（ナショナル・レジリエンス）を推進することとして

いる。 

これらのことを踏まえ、山地災害による被害を防止・軽減する事前防

災・減災の考え方に立ち、流域全体で水害を軽減させる流域治水とも連携

しながら、治山対策による荒廃山地・渓流の整備等を推進するとともに、

伐採後の確実な更新や森林の育成段階に応じた適切な保育、間伐等の施業

を着実に実施することにより、国土の保全等の森林の有する多面的機能を

発揮させ、災害に強い森林づくりを推進していく必要がある。 

 

（森林に対する国民の多様なニーズ） 

山崩れ等の災害の防止や地球温暖化の防止のみならず、生物多様性の保
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全、森林とのふれあいや環境教育の場の提供、景観の保全、花粉発生の抑

制等、森林に対する国民のニーズは多様化している。こうした多様なニー

ズに対応できるよう、一定の広がりにおいて様々な生育段階や樹種から構

成される森林がモザイク状に配置されている状態を目指し、自然条件等を

踏まえつつ複層林化や長伐期化等による多様な森林の整備を進める。この

際、国民的な社会問題となっている花粉症を解決するため、花粉発生源と

なるスギ等の人工林の伐採・植替え等の加速化を図ることが必要である。 

 

（充実した森林資源の循環利用） 

我が国の人工林は、未だ間伐等の施業が必要な保育の段階にあるものも

多数存在している一方、人工林面積全体に占める 50 年生を超える人工林の

割合は令和４年時点で６割を超え、人工林の多くは利用期を迎えている。 

このため、森林の整備に当たっては、充実した森林資源を積極的に活用

しながら、計画的に再造成を行い、森林の有する多面的機能の発揮を図る

ことが重要な課題となっている。特に、森林施業の集約化を図るとともに、

路網と高性能林業機械を組み合わせた低コストで効率的な作業システムの

普及・定着、造林の省力化・低コスト化等、持続的な森林経営の確立に向

けた施策との連携を図ることが必要である。 

 

（山村地域の活力創造） 

山村は、林業の主要な担い手が生産活動を行いつつ生活を営む場として、

森林・林業を支える重要な地域である。その一方で、過疎化や高齢化が進

み、集落機能を維持することが困難な地域が増えるなど依然として厳しい

状況にある。このため、地域の特性等を踏まえつつ、都市と山村との交流

促進、自伐林家をはじめとする地域住民やＮＰＯ等の多様な主体による森

林資源の利活用を進めること等を通じて、森林・林業を支える山村の活性

化を図るとともに、社会全体で森林の整備及び保全を支えていく必要があ

る。 

 

３ 基本的な方針 

このような、国土強靱化への対応、森林に対する国民の多様なニーズ、

充実した森林資源の循環利用、山村地域の活力創造等の森林の整備及び保

全の課題を踏まえ、森林整備保全事業は、生活環境や自然環境の重要な構

成要素である森林について、その多面的機能を維持増進することにより豊
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かな国民生活の実現に寄与する環境を創造する事業として、今後５年間に

特に重点的に取り組む目標、事業分野別の取組及び主な事業量等を明らか

にした本計画に基づき、計画的かつ総合的に推進する。 

 

第２ 事業の実施の目標及び事業量等 

１ 事業の実施の目標 

本計画では、全国森林計画（令和５年 10 月 13 日閣議決定）に掲げる森

林の整備及び保全の目標の達成に資するため、今後５年間の森林整備保全

事業において特に重点的に取り組む目標を、 

・安全で安心な暮らしを支える国土の形成への寄与 

・国民の多様なニーズに応える森林への誘導 

・森林資源の循環利用を通じた持続可能な社会の実現への寄与 

・山村地域の活力創造への寄与 

の各視点から次のとおり設定し、その達成に向けて事業に取り組むものと

する。 

また、将来にわたり森林の二酸化炭素吸収作用の保全及び強化を図るた

めには、間伐に加え主伐後の確実な再造林も含めた造林の実施を促進する

ことが必要不可欠である。 

このため、成長に優れた種苗の確保や、間伐や主伐後の再造林等の加速

化のための支援策を講じるなど、森林・林業に関する施策の充実を図る。 

さらに、避けられない地球温暖化の影響へ対処する観点から、集中豪雨

等に起因する山地災害への対応など適応策を推進する。 

 

２ 事業の成果指標及び事業量 

事業の実施の目標の達成状況を測定する主な成果指標を次のとおり設定

する。事業量については、全国森林計画と整合を図った上で、別表のとお

り定める。 

 

（１）安全で安心な暮らしを支える国土の形成への寄与 

（山崩れ等の復旧と予防） 

山崩れや地すべり等により荒廃した森林の再生や、これら災害の予防等

を通じて地域の安全性の向上を図る。特に、山地災害危険地区のうち人家

等の保全すべき対象の周辺に存する保安林等に指定された地区において、

一定の治山対策を実施することにより、周辺の森林の山地災害防止機能等
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が適切に発揮された集落の数を、現状の約５万８千百集落から約６万５百

集落に増加させる。 

 

（飛砂害、風害、潮害等の防備） 

海岸防災林や防風林などの延長約９千 km について、特に津波等に対する

防災機能の発揮の観点から森林を整備・保全すること等により、近接する

市街地、工場や農地などを飛砂害や風害、潮害等から保全する。 

 

（２）国民の多様なニーズに応える森林への誘導 

（複層林化の推進） 

多様な樹種や階層からなる森林への誘導を目的とした整備を推進し、森

林・林業基本計画（令和３年６月 15 日閣議決定）において、指向する森林

の状態に向けて、公益的機能の一層の発揮のため自然条件等を踏まえて育

成複層林に誘導することとされている 340 万 ha の育成単層林のうち、育成

複層林へ誘導した森林の割合を、現状の 1.5％から 4.3％に増加させる。 

 

（花粉発生源対策の加速化） 

花粉症対策の推進に資するため、人工林において花粉の少ない苗木への

植替えを進めていく必要性を踏まえ、スギ人工造林面積に占める花粉の少

ないスギ苗木植栽面積の割合を、現状の 50％から 70％に増加させる。 

 

（３）森林資源の循環利用を通じた持続可能な社会の実現への寄与 

（森林資源の循環利用の促進） 

森林施業の集約化や機械化に必要な林道等の林業基盤の整備により、木

材の安定的かつ効率的な供給に資することが可能となる育成林の資源量を

現状の約 21 億７千万ｍ3 から約 25 億５千万ｍ3 に増加させる。併せて、既

設林道については、改築・改良により質的な向上を図ることとし、木材輸

送の効率化が可能な大型車両が安全に通行できる林道の整備を進める。 

 

（持続的な森林経営の推進） 

人工林について、主伐後の再造林や間伐等を適切に実施することにより、

国土の保全や水源の 涵
か ん

養等の多面的機能を発揮する健全な森林への誘導

を進め、令和 20 年時点の誘導の進捗率を 100％として 35％まで進捗させ

る。 
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（省力・低コスト造林の推進） 

造林の省力化や低コスト化の取組を進めることにより、主伐後の再造林

が円滑に行われるようにするため、人工造林面積のうち、伐採から植栽ま

での一貫作業の導入、コンテナ苗や成長に優れた苗木の植栽、低密度植栽

等に取り組んだ造林面積の割合を、現状の 44％から 85％に増加させる。 

 

（４）山村地域の活力創造への寄与 

（森林資源を活用した地域づくりの推進） 

森林資源を活かした地域づくりを推進する観点から、 47 都道府県に

おいて森林資源の保続を確保しつつ、積極的に利用する（ 注 ２ ）ことを目

標とする。なお、当該成果を評価する際、地域経済への影響に係る指

標として、木材・木製品製造業における製造品出荷額等を参考とする。 

（注２：各都道府県における伐採立木材積について、令和６年～当該年の

平均値が令和元年～令和５年の平均値を上回る。） 

 

３ 事業分野別の取組 

（１）森林整備事業 

利用期を迎えた森林資源を有効に活用しながら、森林の有する多面的機

能が持続的に発揮されるよう、自然条件、国民のニーズ等を踏まえつつ、

施業方法を適切に選択し、多様な森林の整備を効果的かつ効率的に推進す

る。 

 

（発揮を期待する機能に応じた多様な森林づくり） 

水源の 涵
か ん

養、山地災害防止／土壌保全、快適環境形成、保健・レクリ

エーション、文化、生物多様性保全又は木材等生産の各機能の高度発揮を

図るため、重複して発揮を期待する機能に留意しつつ、機能に応じた望ま

しい森林の姿に向けて、多様な森林づくりを推進する。 

具体的には、育成単層林においては、多様な伐期による伐採を進め、そ

の後の確実な更新を図るとともに、保育及び間伐を適切に実施する。特に、

木材等生産機能の発揮が期待され、将来にわたり育成単層林として維持す

る森林等においては、主伐後の確実な植栽及び保育等を推進するとともに、

これらの取組が円滑に行われるようにするため、造林の省力化と低コスト

化を図る。また、地域の特性に応じて水源 涵
か ん

養機能等の高度発揮に向け
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た水源林の造成、広葉樹の導入による針広混交の育成複層林への誘導等、

花粉発生源となるスギ等の人工林の伐採・植替え等、多様な森林の整備を

行う。 

 

（森林の整備・保全等の基盤となる路網の整備） 

森林の整備・保全や木材の生産・流通を効果的かつ効率的に実施するた

めに不可欠な路網については、環境負荷の低減に配慮しつつ、自然条件等

の地域の特性や導入する作業システムに応じて林道と森林作業道との適切

な組合せによる整備を推進する。また、林道の整備については、自然条件

や社会的条件が良く、将来にわたり育成単層林として維持する森林等を主

体に、河川沿いを避けた尾根寄りの線形選択、余裕のある幅員や曲線部の

拡幅など、豪雨災害の激甚化や走行車両の大型化等に対応するよう推進す

る。 

 

（山村地域の活力創造や事業活動の継続確保への寄与） 

森林の有する多面的機能の発揮に重要な役割を果たしている山村地域の

振興の観点から、林業及び木材産業の成長発展や森林空間の活用による就

業機会の創出、生活環境の整備により、山村における定住を促進する必要

がある。自然災害が激甚化・頻発化する中、豪雨災害等による林地の被害

拡大を防ぐためには、間伐や主伐後の再造林の確実な実施とこれらの実施

に必要な強靱で災害に強く代替路にもなる林道の開設・改良や、道路等に

近接する森林において、道路や電線の管理者、鉄道会社等との適切な連携

を図りつつ、風倒被害等からの復旧に向けた被害木の処理や多様な樹種の

植栽、危険木の除去を含む間伐等の予防的な取組を推進する。 

 

（２）治山事業 

国土の保全、水源の 涵
か ん

養、生活環境の保全等の森林のもつ公益的機能

の確保が特に必要な保安林等において、国及び都道府県による治山施設の

設置や機能の低下した森林の整備等を推進する。 

 

（安全で安心して暮らせる国土づくり） 

豪雨、地震、火山噴火、地すべり、流木等多様な現象による山地災害を

防止するとともに、これによる被害を最小限にとどめ地域の安全性の向上

に資するため、治山施設の設置と機能が低下した森林の整備等を推進する。
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特に、流木対策としては、山腹崩壊等に伴う流木災害が顕在化しているこ

とを踏まえ、流木捕捉式治山ダムの設置、森林整備や山腹斜面の筋工等の

組合せによる森林土壌の保全強化、流木化して下流域へ被害を及ぼす可能

性の高い流路部の危険木の伐採等に取り組むこととする。 

この際、ぜい弱な地質地帯における山腹崩壊等対策や巨石・流木対策な

どを現地の状況に応じて複合的に組み合わせた治山対策の実施を促進する。 

また、荒廃した里山林、都市近郊林、海岸防災林等の再生や保全を通じ、

森林の有する防災機能に加えて生活環境保全機能の発揮を図る。 

特に、海岸防災林については、飛砂害や風害、潮害の防備等の災害防止

機能の発揮を図ることに加え、地域の実情等を踏まえ、津波に対する被害

軽減効果も考慮した生育基盤の造成や保育・管理等を進める。東日本大震

災に伴う津波により被災した海岸防災林については植栽等の完了に向けて

復旧・再生を推進する。 

 

（豊かな水を育む森林づくり） 

水源 涵
か ん

養機能の維持増進を通じて良質な水の安定的な供給と国土の保

全に資するため、ダム上流等の重要な水源地や集落の水源となっている保

安林において、浸透・保水能力の高い森林土壌を有する森林を維持・造成

することとし、荒廃地や荒廃森林を再生するために必要な施設の設置と森

林の整備を面的かつ総合的に推進する。 

 

第３ 事業実施に当たっての留意事項 

本計画に基づき施策を実施するに当たっては、事業の効果的かつ効率的

な実施に向けて以下の項目を踏まえるものとする。また、今後の経済財政

事情、施策の進捗状況等を勘案しつつ、弾力的に本計画の実施を図るとと

もに、必要に応じて計画の見直しを行う。 

 

１ 事業間の適切な役割分担 

森林の公益的機能は広範囲にその受益が及び、また、一度損なわれれば

その機能の回復に超長期を要するといった特色がある。このため、森林整

備保全事業の実施に当たっては、森林整備事業と治山事業との適切な役割

分担の下、効果的かつ効率的に事業を展開し、森林の有する多面的機能が

総合的に発揮されるよう努める。 
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２ 国土強 靱
じ ん

化に向けたソフト施策との連携等 

流域保全の観点からの関係機関が連携した取組や、地域における災害に

対する監視・観測体制や避難体制の整備等のソフト対策と連携した取組を

通じ、山地災害による被害を防止・軽減する事前防災・減災に向けた総合

的かつ効果的な治山対策を推進する。 

特に、防災対策を進める観点からは、国民の防災意識の向上や山地災害

等に際し適確な行動を促進することが重要であることも踏まえ、関係機関

や地域住民と連携しつつ、山地災害危険地区等の山地災害発生リスクに関

する情報の周知等の取組を推進する。 

さらに、林業生産活動を継続的に実施し、森林を適切に保全管理するこ

とを通じて、森林の荒廃を防ぎ、国土保全機能を適切に発揮させる。この

際、地域コミュニティを最大限活用するとともに、関係機関とも連携しつ

つ地域で生産される木材の積極的な利用及び土木工事における木材を利用

した工法の技術開発等に努める。 

 

３ 事業の効果的な実施 

（国民の理解と関心の向上） 

森林の有する多面的機能や木材利用の意義等に対する国民の理解を深め

るとともに関心を高めるため、森林環境教育や木育等の推進を図るととも

に、森林の整備及び保全を行うための制度や事業についての森林所有者や

地域住民等への広報等に努める。 

 

（森林施業の集約化） 

森林の所有者及びその境界の明確化、森林経営計画の策定、森林経営管

理制度の活用促進により森林施業の集約化を進め、効率的かつ円滑な森林

の整備及び保全の実施に努める。 

 

（苗木の安定供給） 

伐採後の再造林を推進するに当たって、成長に優れた苗木や、花粉発生

源対策の加速化を図るため、花粉の少ない苗木（注３）の安定供給体制を整

備する。 

（注３：花粉の少ない苗木とは、無花粉苗木、少花粉苗木、低花粉苗木及

び特定苗木を指す。） 
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（鳥獣害の防止） 

シカ等野生鳥獣による森林被害を防止するため、関係機関や地域コミュ

ニティとの連携、自然との共生に配慮しつつ、鳥獣害対策を徹底した上で、

森林の整備及び保全を推進する。また、地域の実情を踏まえ、野生鳥獣の

生息環境にも配慮した森林の整備及び保全を図ることとする。 

 

（新たな技術の活用推進） 

林業の低い生産性や安全性を抜本的に改善するため、レーザ計測等によ

る高度な森林関連情報や地形情報の把握、林業機械の自動化・遠隔操作化

といった新技術の導入のほか、様々な分野との連携の促進を図る。 

 

（森林資源の有効活用） 

中高層建築物や非住宅分野、再生可能エネルギー等の多様な分野におい

て、間伐材等の利用促進に取り組み、効果的かつ円滑な森林の整備及び保

全の実施に努める。 

 

４ 他の公共事業計画との連携 

森林は国民生活の様々な分野に深くかかわっていることから、事業の計

画・実施段階等において、社会資本整備重点計画など他の公共事業計画に

位置付けられた事業との連携を推進し、効果的かつ効率的に森林の整備及

び保全を進める。 

 

５ 生物多様性の保全やネイチャーポジティブへの配慮 

森林の整備及び保全の事業実施に当たっては、生物多様性保全やネイチ

ャーポジティブの観点から、一定の広がりにおいて様々な生育段階や樹種

から構成される森林がモザイク状に配置されている状態を目指し、自然条

件等地域の特性を踏まえ、関係者のコンセンサスの醸成を図りながら、複

層林化や長伐期化等による多様で健全な森林への誘導を図る。 

特に、渓畔林や海岸防災林等における事業実施に当たっては、その特性

を踏まえ、関係者のコンセンサスの醸成を図りながら、生物多様性の保全

と国土の保全等との両立を目指し、必要な対策を講じるよう努める。 

さらに、間伐材等自然素材を活かした工法の導入などの取組を進め、景

観との調和等を図る。 

 



 

１１ 
 

６ その他事業実施に必要な留意事項 

（１）地域の特性に応じた事業の実施 

国、地方公共団体等それぞれの適切な役割分担の下に、地方の自主性を

尊重しつつ、これらの連携による効果的な整備を推進する。 

 

（２）多様な主体の参加の促進 

全国森林計画、地域森林計画及び市町村森林整備計画の策定等を通じて

地方公共団体や地元住民等の意見を採り入れるなど、事業の構想段階から

関係者の意見を反映させる。 

また、自伐林家をはじめとする地域住民や下流の都市住民、企業、ＮＰ

Ｏ等多様な主体の参画による森林の整備及び保全活動を一層進めていくた

め、民間主導の「森林づくり全国推進会議」との連携や活動フィールドの

情報提供等のソフト施策とも連携しつつ、これらの自発的な取組による森

林の整備及び保全を推進する。 

 

（３）長寿命化対策の推進 

森林の有する多面的機能の発揮を効果的・効率的に確保する観点から、

治山施設や林道等について、それぞれの施設の特性等を踏まえつつ、既存

施設の機能強化等を含め、計画的な維持管理・更新等を図る長寿命化対策

を推進する。 

 

（４）入札及び契約の公正性・透明性の確保並びに品質の確保 

入札及び契約の手続における公正性・透明性を確保するとともに、価格

と品質で総合的に優れた調達を図り、公共工事等の品質の確保を推進する。 

 

（５）事業評価の厳格な実施と透明性の確保 

事業実施の効率性向上の観点から、行政機関が行う政策の評価に関する

法律（平成 13 年法律第 86 号）に基づき、費用対効果分析その他の手法に

より政策効果を適切に把握し評価する事業評価を厳格に実施する。 

また、事業の各段階において積極的な情報公開に努め、一層の透明性を

確保する。 

 

（６）工期管理とコスト縮減 

適切に事業の成果を挙げるため、事業工期の徹底した管理を行うことに
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より、事業別に設定する限度工期内での事業の完了を図る。 

また、国が実施する林野公共事業については、コストと品質の両面を重

視する取組を進め、総合的なコスト構造の改善を推進する。 

なお、地方公共団体等に対しても、事業を効率的に推進するため、引き

続き積極的にコスト構造の改善施策に取り組むよう要請する。 

 

 

（別表）事業量 

事業内容 事業量 関連する成果指標 

山地災害危険地区等における治山

対策の実施 

約３万４千箇所 ① 

津波等に対する防災機能の発揮の

ために保全が必要な海岸防災林等

の復旧・整備 

約 100km ② 

択伐等による育成複層林への誘導 約 9.3 万 ha ③ 

間伐や人工造林の実施 約 253 万 ha ④、⑥、⑦、⑧ 

路網整備 約 7.0 万 km ⑤、⑧ 

※事業量は全国森林計画を基に推計した本計画期間中の実施量を記載して

いる。 

※成果指標については、以下の番号で表示している。 

①  山崩れ等の復旧と予防 

②  飛砂害、風害、潮害等の防備 

③  複層林化の推進 

④  花粉発生源対策の加速化 

⑤  森林資源の循環利用の促進 

⑥  持続的な森林経営の推進 

⑦  省力・低コスト造林の推進 

⑧  森林資源を活用した地域づくりの推進 

 


